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名称は New Development Bank ［NDB］，いわゆる BRICS 銀行）が挙げられた。な
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東10カ国，欧州19カ国，米州 ₁カ国，アフリカ ₁カ国から構成されている（表 ₂



























































　副総裁にはインド（出資額第 ₂位），ドイツ（同第 ₄位），韓国（同第 ₅位），イン
ドネシア（同第 ₈位），イギリス（同第10位）の出身者が選出された。出資額からす

























































































AIIB のガバナンスの向上に貢献できるよう，世界銀行や ADB など既存機関との
協調を積極的に促していくという選択肢もありえる。






















　AIIB 運営における中国の独走を牽制するという意味でも，日本の AIIB への参
加待望論は根強く残っている。これは GDP 規模から算出される出資比率が11％
となる日本が AIIB に参加した場合，中国の出資比率が25％まで下がり，意思決
定の際の勢力分布に変化がもたらされることによる。もちろん，11％の議決権で
は日本は単独で中国に対抗することはできないが，欧州諸国と連携することに
よって中国の行動に対してある程度チェック機能を果たせるのではないかという
期待は小さくない。
　また，日本が加盟することによって AIIB の債券のランク付けが上がる可能性
にも大きな期待が寄せられている。現在のところ，AIIB の債券の格付けは未取
得である。原則として ADB や世界銀行などの国際金融機関は，債券発行を通じ
て資金の調達を図り，「トリプル A」の評価を受けることがなかば慣例となって
いるが，AIIB の場合は最大の出資国である中国の格付けにあわせた評価がなさ
れることになるとみられる。現在，中国の格付けは「ダブル A マイナス」とさ
れているため，AIIB の格付けはほかの国際金融機関よりも低くなる可能性が高
48
アジアインフラ投資銀行の船出
い。中国側は格付け会社がアメリカの企業であるため，中国に対して好意的でな
いという中国にとって不利な状況が影響していると主張しているが，一度低い格
付けが付けられてしまうと債券の買い手がつかない可能性が考えられる。それは
AIIB の調達金利の高騰を招き，ひいては融資金利の上昇につながり，AIIB の活
動自体の停滞を引き起こしかねない。こうした状況下において，韓国などはたと
え格付けがなくても AIIB の債券を購入することをすでに表明しているが，現時
点では将来像が未知数な AIIB に加盟するということは，こうした将来的な不透
明性もあわせて引き受けていくことを意味する。
　このほか，AIIB のインフラ事業を決定，実施する際の基準が不明確で不十分
だと，融資を受ける途上国において乱開発が進み環境破壊を招く可能性や，開発
地域の住民の人権侵害につながる懸念が生じうるとの指摘もある。とくに途上国
では経済開発政策を実施するうえで，社会的弱者に対する配慮や事前の環境保護
対策が伴わなければならないとされている。既存の枠組み内では，世界銀行や
ADB が高い環境・社会基準の下でインフラ開発を進めていることに鑑みると，
AIIB がその抜け穴を提供する組織として機能することは許されず，運営が開始
された暁にはほかの国際金融機関と同等の基準を維持していくことが求められる。
今後の課題
　中国はアジアのみならず，アフリカに対する経済支援も強化している。先進国
の目線ではなく，同じ途上国であるという立場から経済発展を目指す国々に働き
かける中国の姿勢は，受入国側からの歓迎を得やすい。このことは今までの中国
の取り組みが証明しているところである。AIIB という既存の体制に一石を投じ
る開発金融機関にイギリス，フランス，ドイツを含む57カ国が加盟した背景には，
既存の国際開発金融機関への期待感が低下していることに加えて，経済支援に関
する諸々の交渉のテーブルに着くにあたり，中国への親近感が深まりつつある流
れがあるのではないかと思われる。今後，中国は途上国へのアプローチに際して，
経済的な立場や関係性をふまえて徐々に自国の経済にとって有利に働くように基
盤の整備を進めていく可能性がある。第二次世界大戦以降，国際金融に関する
ルールを定めてきたアメリカが，徐々に高まる中国の存在感に対抗していくため
には，途上国を含めた世界経済の発展および安定に資する包括的な枠組みを再提
示する必要があるのではないかと思われる。 （新領域研究センター）
